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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第31期

第２四半期累計期間
第32期

第２四半期累計期間
第31期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

売上高 (千円) 3,523,878 3,378,137 5,873,058

経常利益 (千円) 487,663 455,660 928,625

四半期(当期)純利益 (千円) 310,956 288,768 621,434

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 700,328 700,328 700,328

発行済株式総数 (株) 2,978,200 2,978,200 2,978,200

純資産額 (千円) 3,150,964 3,691,394 3,461,441

総資産額 (千円) 4,768,723 5,041,852 5,022,816

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 105.83 98.28 211.49

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 20.00

自己資本比率 (％) 66.1 73.2 68.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 39,588 1,247,923 137,677

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △131,002 61,461 △206,931

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △65,249 △89,069 △79,989

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 278,694 1,506,430 286,114
 

 

回次
第31期

第２四半期会計期間
第32期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 70.90 26.86
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため、記載しておりません。
３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお
りません。

４　平成27年６月23日開催の第30期定時株主総会決議により、決算期を３月31日から12月31日に変更しました。
従って、第31期は平成27年４月１日から平成27年12月31日の９ヶ月間となっております。

５　第31期の決算期変更により、第31期第２四半期累計期間は平成27年４月１日から平成27年９月30日まで、第
32期第２四半期累計期間は平成28年１月１日から平成28年６月30日までとなっております。

　    

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当社は、平成27年12月期より決算期を３月31日から12月31日に変更いたしました。これに伴い、当第２四半期

（平成28年１月１日から平成28年６月30日）と比較対象となる前第２四半期（平成27年４月１日から平成27年９月

30日）の期間が異なるため、対前年同四半期増減率については記載しておりません。

 
当第２四半期累計期間の工作機械業界は、日本工作機械工業会が発表した工作機械受注実績（平成28年１月１日

から６月30日まで）が前年同期比で22.0％減少し、外需では中国経済の減速や米国需要の一服感、内需ではものづ

くり補助金を見据えた買い控えにより伸び悩みが見られました。

こうした状況下においても、当社の受注状況は第１四半期に比べ徐々に増加しております。国内においては自動

車関連企業からの大口受注及び産業機械関連企業や工作機械関連企業、軸受関連企業からの積極的な設備投資需要

を多数獲得し、受注は堅調に推移いたしました。また海外においては、営業活動強化のため米州と欧州に技術営業

スタッフを配置したことにより、現地ユーザーからの受注や引合が順調に増加してきております。

営業施策としては、欧州で最大の研削専門展示会であるGrindTec2016やグループ企業主催の国内外の展示会に出

展し、ユーザー層を拡大するとともに、設備投資ニーズの掘り起こしを積極的に行ってまいりました。

　製品面では、７月に開催する当社プライベートショーでの発表に向け、自動車部品等の量産加工をターゲットと

した超小型立形研削盤「USG-1」の開発に注力いたしました。

当第２四半期累計期間の受注高は2,945,860千円となりました。うち当社主力機種である立形研削盤は1,779,637

千円、横形研削盤は1,046,727千円、その他専用研削盤は119,495千円となりました。

生産高は3,008,127千円となりました。うち立形研削盤は2,253,846千円、横形研削盤は710,981千円、その他専用

研削盤は43,300千円となりました。

売上高につきましては、3,378,137千円となりました。品目別に示すと、立形研削盤は2,468,151千円、横形研削

盤は821,490千円、その他専用研削盤は88,495千円となりました。

損益につきましては、営業利益462,305千円、経常利益455,660千円、四半期純利益288,768千円となりました。

 

(2) 財政状態の分析

（流動資産）

当第２四半期会計期間末の流動資産は前事業年度末に比べて142,464千円増加し、3,793,167千円となりました。

これは主に現金及び預金が1,220,315千円、仕掛品が41,632千円増加したこと、売掛金が1,068,424千円、製品が

18,248千円、繰延税金資産が31,235千円減少したことによるものです。

（固定資産）　

当第２四半期会計期間末の固定資産は前事業年度末に比べて123,427千円減少し、1,248,685千円となりました。

これは主に有形固定資産が129,448千円減少したこと、無形固定資産11,959千円が増加したことによるものです。　
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（流動負債）　

当第２四半期会計期間末の流動負債は前事業年度末に比べて177,247千円減少し、740,190千円となりました。こ

れは主に未払法人税等が18,965千円、製品保証引当金が18,919千円、役員賞与引当金が21,840千円、流動負債（そ

の他）に含まれる未払金が74,371千円減少したこと、買掛金が17,191千円増加したことによるものです。

（固定負債）

当第２四半期会計期間末の固定負債は前事業年度末に比べて33,669千円減少し、610,267千円となりました。これ

は主にリース債務が31,367千円減少したことによるものです。

（純資産）

当第２四半期会計期間末の純資産は前事業年度末に比べて229,952千円増加し、3,691,394千円となりました。こ

れは主に利益剰余金が230,002千円増加したことによるものです。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当社は、平成27年12月期より決算期を３月31日から12月31日に変更いたしました。これに伴い、当第２四半期

（平成28年１月１日から平成28年６月30日）と比較対象となる前第２四半期（平成27年４月１日から平成27年９月

30日）の期間が異なるため、前年同四半期のキャッシュ・フローについては記載しておりません。

 
当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べて1,220,315

千円増加し、1,506,430千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果、資金は1,247,923千円の増加となりました。これは主に税引前四半期純利益457,696千円の計

上、減価償却費59,451千円、売上債権の減少1,068,424千円、仕入債務の増加17,191千円の資金増加要因と、役員賞

与引当金の減少21,840千円、製品保証引当金の減少18,919千円、たな卸資産の増加26,528千円、未払金の減少

75,227千円、法人税等の支払159,118千円の資金減少要因によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果、資金は61,461千円の増加となりました。これは主に有形固定資産の売却94,297千円の資金増加

要因と、有形固定資産の取得18,704千円、無形固定資産の取得14,830千円の資金減少要因によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、資金は89,069千円の減少となりました。これは主にリース債務の返済30,421千円、配当金の支

払58,598千円の資金減少要因によるものです。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は67,884千円であります。

 

(6) 主要な設備　

新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第２四半期累計期間に著しい変動があった設備は、次のと

おりであります。

（売却）

事業所名
設備の内容

帳簿価額
売却年月

(所在地) （千円）

南陽倉庫    

（旧本社工場） 倉庫 92,261 平成28年6月

（新潟県長岡市）    
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,000,000

計 9,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,978,200 2,978,200
東京証券取引所
JASDAQ

（スタンダード）
（注）１、２

計 2,978,200 2,978,200 ― ―
 

（注）１　普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない、当社として標準となる株式であります。

２　単元株式数は100株であります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年６月30日 ─ 2,978,200 ─ 700,328 ─ 387,828
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(6) 【大株主の状況】

平成28年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

DMG森精機株式会社 奈良県大和郡山市北郡山町106番地 1,494 50.16

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11 164 5.53

株式会社渡辺 新潟県長岡市王番田町1484 152 5.10

渡辺登 新潟県長岡市 148 4.96

BNP PARIBAS SECURITIES
SERVICES LUXEMBOURG/JASDEC/FIM
/LUXEMBOURG FUNDS/UCITS ASSETS
（常任代理人　香港上海銀行
　東京支店　カストディ業務部）

33 RUE DE GASPERICH, L-5826
HOWALD-HESPERANGE, LUXEMBOURG
（東京都中央区日本橋３丁目11番１）

111 3.72

太陽工機従業員持株会 新潟県長岡市西陵町221番35 109 3.67

株式会社井高 愛知県名古屋市中区上前津１丁目６番３ 108 3.62

株式会社第四銀行
（常任代理人　日本マスタートラス
ト信託銀行株式会社）

新潟市中央区東掘前通７番町1071番地１
（東京都港区浜松町２丁目11番３）

40 1.34

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２ 40 1.34

株式会社太陽工機 新潟県長岡市西陵町221番35 39 1.34

計 － 2,407 80.83
 

（注） 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　  164千株
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普 通 株 式   　
39,900　

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　2,938,000 29,380 －

単元未満株式
普 通 株 式 　　　 
300　

－ －

発行済株式総数 2,978,200 － －

総株主の議決権 － 29,380 －
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式56株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社太陽工機

新潟県長岡市西陵町
221番35

39,900 － 39,900 1.34

計 － 39,900 － 39,900 1.34
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

平成27年６月23日開催の第30期定時株主総会における定款一部変更の決議により、決算期を３月31日から12月31日

に変更いたしました。

  従って、前事業年度は平成27年４月１日から平成27年12月31日までの９ヶ月間となっております。

  これに伴い、前第２四半期累計期間は、平成27年４月１日から平成27年９月30日まで、当第２四半期累計期間は、

平成28年１月１日から平成28年６月30日までとなっております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成28年４月１日から平成28年

６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成28年１月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社を有しておりませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 286,114 1,506,430

  売掛金 1,978,278 909,853

  製品 18,248 -

  仕掛品 1,043,486 1,085,118

  原材料及び貯蔵品 199,672 202,817

  繰延税金資産 90,566 59,331

  その他 35,335 30,614

  貸倒引当金 △1,000 △1,000

  流動資産合計 3,650,703 3,793,167

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 670,452 616,977

   土地 354,269 297,080

   その他（純額） 233,395 214,612

   有形固定資産合計 1,258,118 1,128,669

  無形固定資産 22,027 33,987

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 5,146 3,407

   その他 86,820 82,621

   投資その他の資産合計 91,967 86,028

  固定資産合計 1,372,113 1,248,685

 資産合計 5,022,816 5,041,852

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 282,432 299,624

  未払法人税等 163,075 144,110

  製品保証引当金 64,076 45,157

  役員賞与引当金 21,840 -

  その他 386,013 251,298

  流動負債合計 917,437 740,190

 固定負債   

  リース債務 610,186 578,818

  その他 33,750 31,449

  固定負債合計 643,937 610,267

 負債合計 1,561,374 1,350,457

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 700,328 700,328

  資本剰余金 472,960 472,960

  利益剰余金 2,321,871 2,551,873

  自己株式 △33,718 △33,768

  株主資本合計 3,461,441 3,691,394

 純資産合計 3,461,441 3,691,394

負債純資産合計 5,022,816 5,041,852
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 3,523,878 3,378,137

売上原価 2,435,784 2,352,838

売上総利益 1,088,094 1,025,299

販売費及び一般管理費 ※1  587,297 ※1  562,994

営業利益 500,796 462,305

営業外収益   

 受取利息 70 56

 助成金収入 - 4,256

 受取手数料 473 664

 受取賃貸料 1,200 400

 その他 1,033 1,361

 営業外収益合計 2,776 6,739

営業外費用   

 支払利息 11,363 10,615

 売上割引 1,431 67

 支払手数料 648 616

 その他 2,466 2,084

 営業外費用合計 15,909 13,383

経常利益 487,663 455,660

特別利益   

 固定資産売却益 - 2,036

 特別利益合計 - 2,036

税引前四半期純利益 487,663 457,696

法人税、住民税及び事業税 175,176 135,953

法人税等調整額 1,529 32,974

法人税等合計 176,706 168,928

四半期純利益 310,956 288,768
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 487,663 457,696

 減価償却費 48,500 59,451

 受取利息 △70 △56

 支払利息 11,363 10,615

 有形固定資産売却損益（△は益） - △2,036

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） 13,284 △21,840

 製品保証引当金の増減額（△は減少） 6,832 △18,919

 売上債権の増減額（△は増加） 154,656 1,068,424

 たな卸資産の増減額（△は増加） △316,145 △26,528

 仕入債務の増減額（△は減少） △59,135 17,191

 未払金の増減額（△は減少） 6,537 △75,227

 未払費用の増減額（△は減少） 85,720 8,752

 その他 △92,087 △59,922

 小計 347,119 1,417,601

 利息の受取額 70 56

 利息の支払額 △11,363 △10,615

 法人税等の支払額 △296,238 △159,118

 営業活動によるキャッシュ・フロー 39,588 1,247,923

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △130,931 △18,704

 有形固定資産の売却による収入 - 94,297

 無形固定資産の取得による支出 △300 △14,830

 その他 228 698

 投資活動によるキャッシュ・フロー △131,002 61,461

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 自己株式の取得による支出 △124 △50

 リース債務の返済による支出 △29,730 △30,421

 配当金の支払額 △35,395 △58,598

 財務活動によるキャッシュ・フロー △65,249 △89,069

現金及び現金同等物に係る換算差額 - -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △156,664 1,220,315

現金及び現金同等物の期首残高 435,358 286,114

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  278,694 ※1  1,506,430
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

 

(会計方針の変更)

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当第２四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第２四半期累計期間において、四半期財務諸表への影響額はありません。

　

(追加情報)

(法人税率の変更等による影響）

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布されたことに伴い、繰延税金資産の計算に使用する法定実効税率

は、従来の32.06％から、解消が見込まれる期間が平成29年１月１日から平成30年12月31日までのものは30.69％、

平成31年１月１日以降のものについては30.46％にそれぞれ変更されております。

　この税率変更による四半期財務諸表に与える影響は軽微であります。

 
(四半期損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日)

販売促進費 107,564千円 101,190千円

運賃 43,975〃 41,254〃

広告宣伝費 4,390〃 1,643〃

出張費 28,135〃 25,585〃

役員報酬 47,310〃 49,080〃

役員賞与 15,022〃 35,268〃

役員賞与引当金繰入額 32,511〃 -〃

給料及び手当 79,579〃 85,354〃
 

賞与 38,433〃 25,661〃

退職給付費用 4,013〃 4,026〃

減価償却費 1,739〃 2,483〃

賃借料 20,988〃 20,817〃
 

支払手数料 17,979〃 15,391〃

研究開発費 57,900〃 67,884〃
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日)

現金及び預金 278,694千円 1,506,430千円

現金及び現金同等物 278,694千円 1,506,430千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月23日
　定時株主総会

普通株式 35,260 12.00 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

当第２四半期累計期間(自 平成28年１月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月29日
　定時株主総会

普通株式 58,765 20.00 平成27年12月31日 平成28年３月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、研削盤の製造及び販売を事業内容とする単一セグメントであり、開示対象となるセグメントはありませ

んので、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日)

　　１株当たり四半期純利益金額 105.83円 98.28円

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 310,956 288,768

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 310,956 288,768

    普通株式の期中平均株式数(株) 2,938,315 2,938,245
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。

 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年８月10日

株式会社太陽工機

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   　増田　明彦　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　　仲　　昌彦　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社太陽工

機の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの第32期事業年度の第２四半期会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成28年１月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社太陽工機の平成28年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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